
  

各論
第4編  社会福祉の増進

第4章  社会福祉施設と社会福祉サービス
第1節  社会福祉施設の整備と運営

1  概況

社会福祉施設とは,老人,児童,心身障害者等の社会生活を営むうえでさまざまなハンディキャップを負っている人々を援護する
目的で設置された施設の総称である。 社会福祉施設には,大別して,保護施設,老人福祉施設,身体障害者更生援護施設,婦人保護
施設,児童福祉施設,精神薄弱者援護施設,母子福祉施設,その他施設があり,対象者の福祉に欠ける状態の程度,性格等に応じ,機能
的に分化している。各種の社会福祉施設に特有の問題については,それぞれ関連のところにおいて述べているところであるの
で,ここでは,全般的な概況と,全体としてながめた施設の整備と運営の問題を取り上げることとする。

社会福祉施設は,第4-4-1表のとおり,47年10月1日現在,全国に約2万7,000か所あり,その入所(利用)定員は約172万人,現に入所
(利用)している者は約159万人,職員数は約30万人となっている。

第4-4-1表 社会福祉施設数,定員,現在員及び従事者数

社会福祉施設の設置,経営主体は,一部を除き,国,地方公共団体及び社会福祉法人とされている。近時は,地方公共団体が設置し
た施設を社会福祉事業団に経営委託するなどによる設置主体と経営主体の分離の傾向が生じている。

47年10月1日現在で,公立施設の社会福祉法人等民間への経営委託施設は741施設,このうち社会福祉事業団への委託は199施設
となっている。これは,施設経営の弾力化,効率化,職員の確保,専門性の向上が容易となるなどの利点に基づくものと考えられ
る。

社会福祉施設の整備については,厚生省において・46年度を初年度とする社会福祉施設緊急整備5か年計画を策定し,計画的か
つ重点的に整備を進めている。この計画は,(1)緊急に収容保護する必要がある老人,重度の心身障害者等の収容施設を重点的に
整備すること,(2)社会経済情勢の変化に対応して,保育所及びこれに関連する児童館等の施設の整備拡充を図ること,(3)老朽社
会福祉施設の建て替えを促進するとともに,その不燃化,近代化を図ることなどを重点目標としている。また,計画期間中に
3,510億円(44年度価格)の整備費を投じ,約62万3,000人分の施設を整備することとしている。

社会福祉施設の運営については,入所(利用)者の処遇と運営に当たる職員の確保の問題があるが,ここでは,近年の労働力需給の
ひっ迫に伴い,ますますその確保が困難になるものと予想される職員の問題を主に取り上げることとする。社会福祉施設の職
員は,施設運営の根幹を担っているものであり,この確保が困難になれば,施設経営は圧迫され,ひいては施設の整備にも支障をき
たすものと考えられるので,厚生省では,この対策として,毎年,職員の給与改善,その他の勤務条件の改善等の待遇改善について
の諸施策を実施しているが,今後は,これらの施策にあわせ,施設職員の養成訓練の充実を期する必要がある。
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2  社会福祉施設の整備

(1)  整備状況

47年度は,社会福祉施設緊急整備5か年計画の第2年度として整備に努めた。

この結果として,社会福祉施設は47年度もかなり増加している。社会福祉施設数の年次別推移は第4-4-2表
のとおりであるが,社会経済情勢の変動を反映して,施設の種類によって,大幅に増加しているもの,やや増
加しているもの,減少傾向にあるものなどに分かれる。大幅に増加しているものとしては,精神薄弱者援護
施設,老人福祉施設,身体障害者更生援護施設等があり,40年末現在と47年10月1日現在とを比較すると,そ
れぞれ,約4倍,1.9倍,1.8倍に増加している。個々の施設種類別にみると,例えば特別養護老人ホームが40年
末の27施設(定員1,912名)から47年10月1日の272施設(定員2万183名)へ,精神薄弱者更生施設が70施設(定
員4,920名)から213施設(定員1万6,247名)へ,重症心身障害児が3施設(定員368名)から28施設(定員3,491
名。このほか,47年度現在,国立療養所の重症心身障害児病棟に4,640名分の病床がある。)へと,それぞれ増
加しているのが目だっている。減少傾向にある施設としては,保護施設,婦人保護施設があるが,保護施設の
なかでも救護施設は増加しているし,全体としては増加している児童福祉施設のなかにも,母子寮等減少傾
向にある施設がある。

第4-4-2表 社会福祉施設の推移
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また,老人福祉センターが40年末の30か所から47年10月1日の299か所へ,児童館が544か所から1,693か所
へ,それぞれ増加しているが,これは,地域住民を広く対象とする利用施設へのニードが強まっていることを
示している。

今後も,社会福祉施設の整備は計画的に行われることとなるので,施設数は全体としては増加することとな
ろうが,社会情勢の変化に伴い,ニードの減少している施設は縮小していくであろう。 

(2)  整備財源

社会福祉施設の整備財源となっているのは,国や地方公共団体の補助(負担)金,特別地方債,社会福祉事業振
興会貸付金,競輪,オートレース等の公営競技の益金,お年玉年賀葉書の寄附金,共同募金等である。

これらの財源により,社会福祉施設の整備のために投資された金額は,47年度において約538億円に達して
おり,その内訳は 第4-4-3表のとおりである。

第4-4-3表 社会福祉施設の整備財源の内訳
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このうち国庫補助は,法律や予算に基づいて,地方公共団体や社会福祉法人等が施設を整備する場合に,整備
費の2分の1ないし3分の1に相当する金額を補助するものである。48年度の国庫補助予算額は186億円
で,47年度の144億円(補正後のものである。当初予算額は120億円)に比し大幅に増加している。

都道府県は,市町村や社会福祉法人に対して整備費の3分の1ないし4分の1に相当する金額を補助してい
る。

特別地方債は,地方公共団体が社会福祉施設等を整備しょうとする場合に,年金積立金の還元融資の一形態
として行われるものであり,整備財源のなかでかなり大きな割合を占めている。

また,社会福祉事業振興会融資制度は,民間社会福祉施設の整備のために低利の融資をすることを目的とす
るものであり,貸付条件は,年利4.6%,無利子期間最長2年,償還期限最長20年となっている。貸付原資は,政
府出資金と資金運用部資金借入金でまかなわれており,現在,政府出資金10億5,000万円,資金運用部資金借
入金累計額414億円(39年度から48年度までの10年間の累計である。)となっている。貸付契約規模額
は,46年度66億円(うち借入金61億円),47年度100億円(うち借入金94億円),48年度120億円(うち借入金119
億円)と毎年かなり増額されている。

競輪オートレース等の公営競技の益金の一部も,自転車競技法,小型自動車競走法等に基づき,民間社会福祉
施設の整備のために,毎年相当額が投入されている。また,寄附金つきお年玉年賀葉書の寄附金の相当部分
と赤い羽根による共同募金の寄附金の相当部分も,民間社会福祉施設の整備費に配分されている。 

(3)  施設の近代化

戦前又は戦後の早い時期に設置された木造の社会福祉施設で著しく老朽化したものが残っている。これ
らの施設は,防災の上からも,入所者の処遇の面からも,放置できないので,国では,民間の老朽施設について
は38年度から補助金を優先的に交付するとともに,設置者負担分の無利子融資の措置を講じ,ブロック若し
くは鉄筋コンクリート造りに建て替えを促進してきている。この老朽施設の建て替え促進は,社会福祉施
設緊急整備5か年計画の重点目標の一つにしている。

47年度においては,第3次3か年計画の第2年次分として,国庫補助金6億9,263万円,社会福祉事業振興会の無
利子融資5億2,740万円を投入し,養護老人ホーム,保育所,養護施設,精神薄弱児施設等の施設が56か所建て
替えられている。48年度は,第3年次分として,国庫補助金約6億3,000万円,社会福祉事業振興会融資額約4
億円をもって助成することとしている。
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3  社会福祉施設の職員

(1)  現状と問題点

社会福祉施設で働く職員の職種は,施設長,生活指導員,児童指導員,職業指導員,保母,寮母,医師,看護婦,PT(理
学療法士),OT(作業療法士),栄養士,調理員,事務員等と多岐にわたっている。

職員の年次別推移は,第4-4-4表のとおりであるが,施設数の増加と職員定数増を反映して,毎年増加をみせ
ている。また,施設の総定員数を総職員数で除した数は,第4-4-1図のとおり減少している。これは,人手の
かかる施設の増加と入所(利用)定員のない利用施設の増加を示しているといえる。

第4-4-4表 社会福祉施設の職員数の推移

第4-4-1図 社会福祉施設職員1人当たりの定員数の年次推移
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社会福祉施設の職員は,資格が厳しくない職種については充足しているといえるが,医師,看護婦等の医療関
係職員については基準数を下まわっている例がみられる。

社会福祉施設の職員は,このような現状に加え,今後の施設の増加(とりわけ,今後緊急に整備することとし
ているねたきり老人,重度の心身障害者の施設は多くの職員を必要とする。),職員の労働条件改善のための
職員定数の増加等に伴い増員が必要となるが,近時の労働力需給のひっ迫は,その確保をますます困難にす
るものと考えられる。したがって,今後もマンパワー対策の拡充強化を図ることが必要であり,このために,
職員養成計画の充実と職員待遇の大幅な改善を行う必要があろう。 

(2)  養成確保

社会福祉施設の職員の養成については,保母,医療関係職員等について専門の学部,学科,養成所があるが,他
の職種については,必ずしも養成が制度的に確立されているわけではない。しかし,公・私立大学に社会福
祉関係学部,学科があって,知識の高い社会福祉関係職員を送り出しているほか,国でも,東京の日本社会事
業大学(学部400人,研究科・専修科100人)及び大阪の府立社会事業短期大学(本科100人,研究科50人)に,職
員の養成と各種資格認定講習会,福祉事務所現業職員研修等の社会福祉事業職員研修及び通信教育を委託
し,職員の養成訓練に努めている。

今後とも,国,地方公共団体等において,計画的な養成訓練に一層の努力を払うとともに,国民の間に社会福
祉事業に対する理解を広げ,ボランティア等として広い層からの参加を期する必要がある。 

(3)  職員の待遇改善

社会福祉施設職員の待遇については,年々,給与,労働条件等の改善が行われている。特に,保母,寮母,指導員
等入所者の処遇に直接携わる職員の給与及び労働条件については,47年度に,給与に関してはその職務の特
殊性を考慮した改善を行い,労働条件についても,46,47年度の2年計画による職員の増員に引き続き,48年
度においても大幅な増員を行い,夜間勤務体制の合理化をはじめ,職員労働の軽減等勤務条件の改善を図っ
た。このほか,特に民間社会福祉施設における職員の給与の改善を図るため,47年度に引き続き,48年度に
おいても必要な財源措置を講じている。

また,民間社会福祉施設職員の福祉向上のため,社会福祉事業振興会が運営する退職共済制度があるが,これ
に基づく退職手当金の計算基礎額も毎年改善を図っている。退職手当金は,計算基礎額に在職年数及び一
定の率を乗じて算定されるが,これは退職者の退職直前6か月の平均本俸月額に応じて定められており,48
年度においては,従来の最高3万7,000円,最低2万3,000円の4段階から,最高10万円,最低2万6,000円の10段
階へ大幅に改善されている。この退職共済事業の概況は第4-4-5表のとおりである。

第4-4-5表 社会福祉施設磯貝退職手当共済事業の概況
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4  社会福祉施設の運営

社会福祉施設の入所者は,おおむね,生活保護法,老人福祉法,身体障害者福祉法等の社会福祉関係法律の規
定に基づく措置によるものである。社会福祉施設の運営費は,これらの入所者の処遇に要する費用,いわゆ
る措置費(委託費)として,上記の各法律に基づいて公費負担が行われ,その負担割合は,原則として国が10分
の8,都道府県又は市が10分の2とされているが,市町村立,社会福祉法人立の保育所,母子寮等は,国が10分の
8,都道府県が10分の1,市町村が10分の1とされており,市町村の住民福祉を図る責任が,他のものに比べ明
確化されている。

また,運営費は,入所者の飲食物費を主とする事業費と,施設職員の給与等の人件費を主とする事務費から
なっている。運営費の改善については,前述の職員待遇の改善に伴うもののほか,施設経営のための旅費,庁
費等の一般管理費,食費,その他日常生活費等に細かく配慮されている。

なお,施設運営費の年次推移は第4-4-6表のとおりであって,施設数の増加による被措置人員の増加,入所者
処遇の改善及び職員待遇の改善等を反して,大幅な増加を示している。

第4-4-6表 社会福祉施設運営費の推移
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1  福祉事務所

福祉事務所は,社会福祉行政を効果的かつ合理的に運営するために設置された第一線の総合的な社会福祉
行政機関である。具体的には,生活保護法,児童福祉法,身体障害者福祉法,精神薄弱者福祉法,老人福祉法及
び母子福祉法のいわゆる福祉六法に定める援護,育成又は更生の措置に関する事務をつかさどるほか,必要
に応じて,広く社会福祉全般に関する事務を行っている。

福祉事務所の設置は,社会福祉事業法によって定められ,都道府県,市及び特別区については義務設置,町村
は任意設置の建て前をとっている。47年6月職種別職員数1日現在の福祉事務所総数は1,108か所であり,
このうち郡部を管轄する都道府県が設置するものが341か所,市及び特別区が設置するものが764か所,町村
が設置するものが3か所となっている。福祉事務所は,おおむね人口10万人単位に定められた福祉地区ご
とに設置されるが,町村合併による新市の誕生や人口の都市集中等により,管内人口5万未満の小規模福祉
地区が全体の3割以上を占めるに至り,反面,管内人口20万以上の大規模なものが全体の1割を超えていると
いうように,福祉地区の規模の格差が顕著になってきている。更に郡部の福祉地区についていわゆる飛び
地がかなりみられ,福祉地区の規模の適正化という見地から再検討が必要となっている。

福祉事務所の職員は,所長,指導監督を行う所員(査察指導員と呼ばれる。),現業を行う所員,事務職員のほ
か,福祉各法による身体障害者福祉司,精神薄弱者福祉司,老人福祉指導主事等により構成されており,47年6
月1日現在での職員総数は,4万122人である(第4-4-7表参照)。このうち特に現業を行う所員は,社会福祉六
法に関する要援護者の措置の必要の有無及びその種類を判断し,調査及び生活指導に当たるなどの職務を
担うものであり,専門的な知識と技術を要求されるので,社会福祉事業法で一定の資格(社会福祉主事)を定
めるとともに,各福祉事務所に配置すべき現業員の定数基準を定めている。47年6月1日現在で1万768人の
現業員が配置されているが,そのうち有資格者の率は73.3%となっており,資格認定講習会の実施等により
無資格者を解消していく必要がある。

第4-4-7表 福祉事務所
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現業員の業務については,近年,社会福祉の分野で,老人,児童,身体障害者等いわゆる福祉五法(前述の福祉六
法から生活保護法を除いた五法の総称)への国民の関心や要求が高まっているにもかかわらず,依然として
生活保護事務偏重の傾向のあることが問題とされてきた。福祉事務所に福祉行政に関する総合センター
としての機能を持たせていくためには,職員を大幅に増員して福祉五法業務の実施体制の強化,充実を図ら
ねばならない。このため,43年度から45年度までの3か年で,地方交付税により,人口10万当たり6名(全国で
約6,000名)の五法担当現業員を福祉事務所に配置する措置がとられたが,47年6月1日現在で1,552名が配置
されているにすぎない。今後も地方交付税に見込まれた基準に達するよう一層の努力が必要である。
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第4章  社会福祉施設と社会福祉サービス
第2節  福祉事務所及び福祉センター

2  福祉センター

福祉センターは,市町村の地域において,児童から老人に至るすべての地域住民に対し社会福祉その他住民
の生活向上の場を与え,もってその福祉の増進を図ることを目的とする施設である。

41年度から国民年金特別融資の対象に加えられ,47年度末において307か所が設置され,それに対して総額
88億5,000万円にのぼる融資が行われている。

福祉センターは,レクリエーション室,子供の遊び場,老人の憩いの場,図書室等の設備を設け,地域住民に気
軽に利用させるほか,民生委員等による各種の相談,教養,文化,レクリエーション及び各種クラブ活動,ボラ
ンティア活動の場の提供等の事業を行い,地域における生活と福祉の諸活動の拠点として,欠くことのでき
ない施設となりつつある。

殊に,我が国の社会経済の著しい発展に伴い,国民福祉の向上についての積極的な施策が強く要請されてい
るところでもあり,今後は,福祉センターが,地域における一般住民はもとより,児童,老人,心身障害児・者等
の福祉ニードに応じられる多元的機能を有する施設,すなわち,地域社会における住民の福祉の増進の中心
的役割を果たす施設として運営されることが期待される。
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1  民生委員

民生委員は,地域住民の福祉増進のための相談,指導,調査等の自主的活動を中心とし,福祉事務所その他の
関係行政機関への協力活動を行う民間奉仕者である。厚生大臣は,豊かな人生経験と熱意を持った人々の
なかから,3年の任期で民生委員を委嘱している。民生委員の活動は,第4-4-8表にみられるように,広い範囲
に及んでいる。なかでも市町村社会福祉協議会に設置される心配ごと相談所における民生委員の相談活
動は,住民福祉の増進に大きな役割を果たすものであり,国としても35年度よりこの事業の運営費に対する
補助を行っている。

第4-4-8表 民生(児童)委員の活動状況

民生委員は児童委員を兼ねており,児童福祉,母子福祉等の仕事に協力することになっているが,人口の過
密・過疎現象,核家族化等の社会経済情勢の激変に伴い,積極的に取り組むべき福祉問題が多発してい
る。48年度から発足した奉仕銀行は,それらの問題に対応するものであるが,民生委員は,奉仕銀行と協力
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し,またはボランティアのよきリーダーとなって活躍することが今後も一層期待されている。
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2  社会福祉協議会

社会福祉協議会は,一定の地域社会において,公私の社会福祉事業関係者やこれに関心と熱意を持つ者の参
加や協力のもとに,その地域社会の社会福祉活動の相互連絡,総合調整や組織化,効率化を促進することに
よって,住民の福祉を増進することを目的とする民間組織である。この社会福祉協議会は,全国の市町村,都
道府県及び中央の各段階に組織され,それぞれの地域の状況に応じ,多岐にわたる活動を地道に続けてい
る。

国においても,これらの活動を育成,強化するための国庫補助を行っている。すなわち,38年度から,全国社
会福祉協議会には企画指導員10人,都道府県及び指定都市社会福祉協議会には福祉活動指導員304人を配
置するために補助金を支出してきた。また41年度からは市町村社会福祉協議会にも福祉活動専門員の設
置補助を行い,48年現在1,092人配置されている。

こうして,専任職員数の増加,社会福祉法人化等の組織面での整備は着々と進んでいる。今後も新しい時代
の要請にこたえたコミュニティづくりの核となり,真に住民主体の活動組織に成長していくことが期待さ
れている。
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3  共同募金

「赤い羽根」に象徴される共同募金は,国民の自発的な助け合いの精神を基調として,民間社会福祉事業の
助成財源を得る目的で行われる国民運動である。

共同募金運動は,各都道府県に組織された共同募金会が,ボランティアの協力を得て実施する。募金活動ば,
毎年10月から12月末までの3か月間にわたって行われ,特に12月には歳末助け合いとしての運動が展開さ
れている。

募金額は第4-4-2図にみられるように年々増加しており,47年度の募金総額は約61億1・322万円で,46年度
に比して21%の伸びである。

このうち一般募金が約40億4・498万円(対46年度比22.8%増),歳末助け合い募金約20億6,824万円(対46年
度比17.8%増)となっている。一般募金の募金方法別の内訳は,第4-4-3図のとおりである。

第4-4-2図 共同募金実績表

第4-4-3図 一般募金方法別募金額
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集まった募金は,都道府県ごとに,社会福祉協議会等の意見を聞いて,その地域で最も必要性の高い民間社会
福祉施設,団体等に配分される。また全国共通特別配分として,子供の遊び場づくり,在宅障害児・者の援護
等のために活用されている。
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4  奉仕銀行

近年,ひとり暮らし老人の孤独死,都会のまんなかでの捨て子等の事件が多発している。そのような事件を
防ぐためには,国や地方公共団体の福祉サービスだけでは不可能であり,"隣人の暖かな善意"の必要性が各
方面から強く指摘されている。

奉仕銀行は,そのような善意を開発育成し,更に奉仕グループヘと大きく伸ばし,また,奉仕活動の需要と供
給を合理的に調整することを目的として,48年度から厚生省が制度化並びに補助を始めた組織体である。

奉仕銀行の設置主体は都道府県と指定都市である。その運営は,都道府県社会福祉協議会等適当な民間団
体に委託しているが,奉仕団体や受け入れ団体の代表者,学識経験者等で構成する「奉仕銀行運営委員会」
の意見を聞いて行われるようになっている。

奉仕銀行の具体的な仕事としては,奉仕活動の需要と供給の調整の面において,施設あるいは地域における
奉仕ニードの調査,奉仕グループのリストづくりなどの活動のほか,ボランティアの開発,育成に関して,福
祉に対する理解と協力を得るためのボランティア・スクールの開催,福祉活動の手引き書の発行等の活動
が行われている。国民の多くが,福祉活動に参加したいと考え,そのための余暇も増大した今日,生きがい対
策の観点からも,奉仕銀行のこの面における活動は,ますます重要になってくるだろう。

その他の具体的な仕事としては,グループの育成,援助のために,リーダーの養成訓練やグループ相互の情報
交換,親ぼくの仲介等の活動があげられよう。

奉仕銀行が行う民間奉仕の開発育成,奉仕ニードとの調整等の活動は,現在,他の機関では総合的に行われて
いず,奉仕銀行の今後の活躍が期待されるところである。
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第4節  低所得対策

1  世帯更生資金貸付制度

世帯更生資金貸付制度は,低所得世帯等に対して,生業費,住宅改修費,医療費等を低利(年3%)で貸し付ける
とともに,必要な援護指導を行い,その世帯の経済的自立と生活意欲の助長をはかり,安定した生活を営める
ようにすることを目的とするものである。

この制度は,必要とする資金を単に貸し付けるだけでなく,貸付けとあわせて,民生委員が,借り受け世帯に
対してその独立自活に必要な生活面での個別的な指導を行うという点が,特色となっている。

貸付業務の実施主体は都道府県社会福祉協議会であり,貸付けに要する資金は,全額を都道府県が都道府県
社会福祉協議会に補助し,国は都道府県が補助した費用の3分の2を都道府県に対して補助することとなっ
ている。貸付けに要する原資は年々累増し,47年度末においては,その累計額(貸付原資枠)は236億6,958万
円余となっている。

貸付資金の種類は第4-4-9表のとおりであり,制度の内容についても,社会経済情勢に即して充実を図る趣
旨から,毎年度のように貸付条件の改善が行われている。48年度においては貸付限度額の引き上げ(更生資
金及び身体障害者更生資金の生業費20万円を25万円に,特に必要と認められる場合40万円を50万円に,福
祉資金の転宅費1万8,000円を2万5,000円に,また,災害援護資金15万円を20万円に引き上げた。),制度運営
上の取り扱いの改善(借入申込関係諸様式の簡素化,延滞利子が少額の場合においては債権としないこと,ま
た,保証人の地域制限の緩和等)等を行った。

貸付状況は第4-4-10表のとおりであり,47年度までの累計は506億5,352万円,延べ貸付件数は51万2,432件
に達している。なお,資金種類別の貸付状況をみると,47年度において,東北,山陰,中国及び九州地方等に大
規模な災害が発生したことにより,住宅資金及び災害援護資金の貸付件数及び金額が対前年度比で51.1%
増と著しく上昇している(国としては,補正予算及び予備費の支出等の財源により,被災府県に対して7億
3,527万円の追加補助を行っている。)。

第4-4-9表 世帯更生資金貸付条件一覧
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第4-4-10表 世帯更生資金貸付決定状況

また,償還状況は第4-4-11表のとおりであり,償還期日到来額に対する償還済額の比率は,47年度末において
は88.0%となっている。

第4-4-11表 世帯更生資金年度別償還状況
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この制度の今後の問題としては,社会経済情勢及び国民生活の実態の変遷と低所得世帯等の需要に応じた
貸付条件の改善を図ることなどがあげられる。
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2  授産施設

授産施設は,労働能力の比較的低い者に対し,就労の機会を与え,又は技能を修得させて,その保護と自立更
生を図る事業である。

授産事業には,生活保護法による授産施設(保護授産施設)と社会福祉事業法による授産施設(社会事業授産
施設)とがあり,また,か働能力はありながら授産施設に通うことが困難な事情にある人々のために,家庭に
おいても簡単な作業ができる家庭授産を,前述の授産施設に併設できることとなっている。

授産の作業種目は,縫製,印刷製本,クリーニング,電気部品組立等多岐にわたっている。

授産施設の現況は第4-4-12表のとおりで,施設授産244か所,うち家庭授産を併設しているもの86か所,利用
者数は施設授産8,491人,家庭授産7,572人,合計1万6,063人となっている。

第4-4-12表 授産施設の現況

なお,利用者別の状況をみると,65歳以上の老人が13.0%,身体障害者11・3%,精神薄弱者11.7%,母子世帯の
母5.8%及び低所得世帯等の者が58.2%となっている。

また,作業工賃の状況は,1か月平均2万1,139円,うち1か月20日以上か働した者は,2万4,216円となっている
(授産施設状況等調査結果)。

授産事業は,近年,施設数,利用者数ともに減少傾向にあるが,主な原因としては,経済の発展に伴う就労機会
の増大による利用者の減少及び一部地域の地場産業の不振による下請けの廃止等が考えられる。

授産事業の今後の課題としては,一般労働市場の就業になじみにくい者又は就労する意欲はありながら民
間事業所等に通うことができない者に対して,それぞれの能力に応じた就労の場なり作業内容等を積極的
に取り入れていく必要がある。
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3  公益質屋

公益質屋は,市町村(特別区を含む。)又は社会福祉法人が設置経営している低所得者に対する簡易にして
迅速な庶民金融機関である。

公益質屋は,民営質屋と比較すると,利率(貸付利率の限度は月3%),流質期限,その他の点で質置主本位の制
度となっている。

公益質屋の設置状況及び貸付状況は第4-4-4図のとおりで,利用者の減少等により,年々減少の傾向にあ
る。

第4-4-4図 公益質屋の設置状況及び貸付状況の推移

その主な原因としては,国民の所得水準の向上,社会保障諸施策の充実,小口資金貸付制度の発達,信用販売
制度の普及等が考えられる。しかし,46年度においては30万件(うち給与生活着51.4%,その他の被用者
12.5%,商工業者15.4%,農林漁業者1.3%,その他19.4%),20億円の貸付けが行われ,現在においても相当数の
利用者があるということは,なお公益質屋の存在意義があることを示すものであり,住民に対する制度内容
の周知徹底を図ること,社会情勢等応じた制度の運用及び地域の実情に即した利用者のための適切な配慮
が必要である。
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4  低家賃住宅

公営住宅は,現在,収入月額3万円を超え5万8,000円以下の階層を対象とする第1種住宅と,月収3万円以下の
階層を対象とする第2種住宅とに分かれている。

このうち,第2種公営住宅については,低所得者の生活に重大な関連を有するところがら,厚生大臣は,その建
設計画の作成,家賃及び入居条件等の変更その他について,建設大臣から協議を受けている。

公営住宅の建設は,公営住宅法に基づき,年次計画により行われており,47年度においては、第1種住宅8万
7,498戸,第2種住宅3万4,143戸がそれぞれ建設され(第4-4-5図参照),引き続き48年度においては,第1種住宅
8万6,800戸,第2種住宅3万7,200戸の建設が予定されている。

第4-4-5図 公営住宅建設の推移

なお,都道府県においては,建設部局及び民生部局の緊密な連絡のもとに,低所得階層の住宅事情のは握,入
居に際し,その家賃,敷金の減免,徴収猶予措置の配慮等,法による施策の促進が図られている。また,母子世
帯,老人世帯,心身障害者世帯,引揚者世帯等に対しては,公営住宅の枠内で特定目的住宅を設け,47年度にお
いては,母子世帯向住宅1,714戸,老人世帯向住宅1,271戸,心身障害者向住宅1,547戸,引揚者向住宅51戸,特別
低家賃住宅3,966戸,その他4,981戸がそれぞれ建設され,入居に際して優先的な取り扱いが行われている。
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消費生活協同組合は,一定の地域又は職域において,消費者自らがその生活の安定と向上を図るため自発的
に組織する協同組織体である。

組合が行う事業には,(1)生活必需品の供給事業,(2)理容,美容,食堂,病院等の協同施設の利用事業,(3)火災,生
命,交通災害等の事故に対する共済事業,(4)教育,文化事業等がある。

組合数は,連合会を含めて1,249(47年3月31日現在。第4-4-13表参照)で,組合員数は,毎年着実に増加を続け
て前年より99万人増の1,365万人に達しており,そのうちの過半数の897万人が共済事業を行う組合の組合
員となっている。

第4-4-13表 消費生活協同組合の事業種類別組合数

事業の状況をみると,供給事業の46年度における供給高は2,605億円で,食料品がその半分近くを占め,組合
員の食生活に直接結びついていることを示している。

利用事業は,利用高330億円で,食堂,病院でその大半を占めている。

共済事業は,共済金額の最高限度額が火災共済については700万円,生命共済については300万円まで実施さ
れており,そのほか,交通災害共済,対人・対物賠償共済,総合共済が行われている。

また,組合は年金福祉事業団の融資及び日本動労者住宅協会の委託による住宅事業を行っており,46年度に
は分譲住宅5,411戸,賃貸住宅910戸を建設してしいる。

なお,年金福祉事業団の融資は,住宅のほか,療養施設,厚生福祉施設についても行われており,36年度から47
年度までの融資総額は229億円にのぼっている。

消費生活協同組合の事業は年々拡大している。特に,組合が行う供給事業のうち,産地直結取引及び共同購
入という事業活動は,物価安定対策,消費者保護行政の推進の面から注目されているところである。
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このような各種の事業を行っている消費生活協同組合が健全な発展をするためには,組合員の増加,出資金
の増額等,組合基盤の強化が望まれている。

組合に対する助成策としての消費生活協同組合資金の貸付けに関する法律に基づく組合の協同施設等の
設備資金に対する貸付金は,48年度3,500万円(47年度2,500万円)に引き上げられている。

そのほか,国民金融公庫中小企業金融公庫等政府関係機関による融資の活用が図られている。
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1  災害救助

災害救助法は,一定規模以上の災害が発生した場合,被災者の保護と社会秩序の保全を図ることを目的とし
ており,国が地方公共団体,日本赤十字社その他の団体及び国民の協力のもとに応急救助を実施するもので
ある。

47年度に発生した災害にかかる災害救助法の適用状況は,第4-4-14表のとおりであり,7月上旬に発生した
集中豪雨は,西日本を中心に熊本県ほか16県に及ぶ全国広範囲にわたり,河川のはん濫や山崩れによるじん
大な被害をもたらした。次いで8月に北海道,広島県に集中豪雨及び高知県に台風9号,9月には三重県ほか4
県に集中豪雨及び高知県ほか5県に台風20号と立て続けに大きな被害が発生し,一部市町村では2度にわた
り災害救助法が適用された。47年度の災害の被害状況及び救助費用を示せば第4-4-15表のとおりであ
る。

第4-4-14表 災害救助法の適用状況

第4-4-15表 災害の被害状況及び救助費用
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災害救助法が適用された災害については,都道府県知事は,現に救助を必要とする者に対して,(1)収容施設
の供与,(2)たき出しその他による食品の給与及び飲料水の供給,(3)被服,寝具その他生活必需品の給与,(4)医
療及び助産,(5)災害にかかった者の救出,(6)災害にかかった住宅の応急修理,(7)学用品の給与等の救助を
行っている。

国は,都道府県の救助に要した費用の合計額が100万円以上となる場合に,その合計額と当該都道府県のそ
の年度の標準税収見込額との割合に応じ,100分の50から100分の90までの負担をすることになっている。

47年度においては,都道府県が救助に要した費用の総額は約9億7,000万円、国庫負担所要額は約5億円で
あった。

なお,前述の救助の程度,方法及び期間並びに実費弁償の国の基準は,災害救助の趣旨等からみて,諸物価の
動向,その他の事情を考慮し,実態に即するよう毎年改定されており,47年度においても改善が図られたとこ
ろである。このうち,救助の程度,方法及び期間についての主な改善内容は,(1)応急仮設住宅の一戸当たり
の設置費用を28万2,000円から29万9,000円に引き上げたこと,(2)たき出しその他による食品の給与を実施
するため支出できる費用を1人1日当たり200円から230円に引き上げたこと,(3)住家が全壊した世帯に対
して被服,寝具その他生活必需品の給与又は貸与のため支出できる費用を,4人世帯で夏季1万1,600円から1
万2,500円,冬季1万7,500円から1万9,000円に引き上げたこと,(4)住宅の応急修理のため支給できる費用を
6万7,500円から7万1,600円に引き上げたことなどである。

なお,47年度から,災害救助法の適用基準に該当する被害が発生した市町村内において死亡した者の遺族に
対して,市町村が10万円以内の弔慰金を支給した場合に,国及び都道府県が,それぞれその費用の2分の1,4分
の1の補助を行うこととする「市町村災害弔慰金補助制度」が発足し,7月豪雨の被害から適用された。
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2  婦人保護事業

売春防止法による要保護女子(性行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子)の保護更生に関する
業務は,婦人相談所,婦人相談員及び婦人保護施設等が中心となって実施している。

婦人相談所は,各都道府県に47か所設置されており,相談,調査,判定,指導及び一時保護等を業務としてい
る。

婦人相談員は,都道府県及び市に475人配置されており,要保護女子の発見,相談,指導等の業務を行ってい
る。

婦人相談所,婦人相談員が取り扱った対象者は,売春防止法施行当時においては大半が売春経歴のある者で
あったが,最近では約69.8%が売春経歴のない者となっており,これら機関の活動の重点が,転落した女子の
更生から転落の未然防止へと移りつつあることがうかがえる。また,年齢別構成をみると,30歳代が最も多
く,47年度婦人相談所受付総数の31.7%,次いで20歳代が27・8%となっている。特に最近の特徴として
は,40歳代の婦人の占める割合が,40年度においては17.4%であったが,47年度には20.3%と増加しているこ
とがあげられる。また,相談主訴は,経済問題が減少(40年度27.3%,47年度16.5%)し,これに代わって,結婚・
離婚問題(40年度7.7%,47年度15.0%),家族の問題(40年度180%,47年度22.4%)等が増加している。

一方相談件数も,第4-4-16表のとおり,漸次増加の傾向を示している。

第4-4-16表 婦人相談所及び婦人相談量の年度別受付件数

都道府県,市又は社会福祉法人が経営している婦人保護施設は,全国に61か所(定員2,266名)設置されてお
り,要保護女子を収容保護し,社会復帰に必要な生活指導,職業指導を行っている。

これら施設に収容されている要保護女子の最近の特徴は,知能指数70未満のいわゆる精神薄弱者が収容者
総数の半数以上を占め(40年44.9%,47年60.7%),年々増加しつつあることである。そのため,収容者の指導
のあり方も長期にわたる地道な指導が必要となってきている。

売春防止法が全面施行(33年4月1日)されてから,今年で15年を経過した。法施行当時において全国に約
1,900か所あった集しよう(娼)地域,約4万の売春関係業者及び約13万の従業婦等は,一応,社会の表面から姿
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を消したが,最近,売春の潜在化,暴力団との結びつきなどが,新しい社会問題となってきている。殊に暴力
団の介入する売春事犯の増加と内容の悪質化,売春形態の多様化と手口の巧妙化のため,真に保護更生を要
する要保護女子がかなり存在すると推測されながらも,そのは握等に困難をきたしており,前述のように婦
人相談所の相談受付状況における売春経歴のある者の減少の傾向にも現われている。

売春に関する諸問題は,政治,経済,社会,道徳宗教,教育,公衆衛生等あらゆる面に結びついており,したがっ
て,これらの問題の処理に当たる婦人相談員,婦人相談所等実施機関の業務は極めて複雑であり,多方面にわ
たるので,今後の婦人保護事業の運営に当たっては,社会福祉,公衆衛生,法務,警察等関係機関との有機的な
連携を保ちつつ,啓もう,調査,指導等の活動の積極的な推進が強く望まれるところである。

また,47年本土復帰した沖縄県においては,復帰と同時に売春防止法が全面適用され,婦人相談所,婦人相談
員(11名),婦人保護施設(1か所,定員81名)の各実施機関も直ちに活動を開始し,要保護女子についての相談,
指導収容保護及び婦人更生資金の貸付け等,その保護更生に努めるとともに,一般県民に対する売春防止に
ついての啓もう活動等,売春防止法の円滑な施行に万全を期しているところである。
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3  同和対策事業

同和関係地区は,46年総理府を中心とした関係各省による同和地区調査によれば,全国で3,972地区,105万
人となっているが,主に近畿,中国地方等の西日本に多いのが特徴である。これらの地区の生活水準は総体
的に低く,なかでも,その立地条件,生活環境は劣悪であり,保健衛生上,災害予防上憂慮すべき状態に置かれ
ている。

同和問題は,単に厚生省が行う事業のみで解決できるものではなく,広く,一般国民の理解と認識に合わせ
て,関係各省の施策が有機的,総合的に実施れることが必要である。

厚生省においては,28年度から,隣保館の設置をはじめ,その対策に着手し,逐年施策の拡充を図っているが,
特に,40年8月の同和対策審議会の答申及び同和対策事業特別措置法の趣旨を尊重し,同和対策長期計画(44
年7月8日閣議了解)に基づき,生活環境の改善,隣保事業の充実,社会福祉及び保健衛生の向上を図るための
諸施設の整備等の施策の計画的な推進に努めている。

同和対策事業として,28年度以降47年度までに市町村に国庫補助を行った施設整備事業の施設の種類及び
その実績は 第4-4-18表のとおりであるが,同和地域住民の保健衛生の向上及び社会福祉等の増進を図るた
め,45年度から巡回保健相談事業,トラホーム予防対策事業を,48年度から同和対策特別保育事業を行って
いるほか,保育所,児童館,簡易水道等の施設整備に対しても,一般予算の枠内で同和対策としての国庫補助
を行っており,総合的な施策の推進に努めている。

第4-4-17表 相談経路別受付状況の構成比
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第4-4-18表 同和対策事業施設設置状況
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4  不良環境地区改善事業

同和地区のほかにも,都市スラム,北海道におけるウタリ集落,石炭産業の不況の影響を受けた産炭地等にお
いては,積極的な環境改善事業が必要である。

厚生省においては,これらの地域に対して,36年度から不良環境地区改善施設の整備を行っているが,施設の
種類及びその実績は 第4-4-19表のとおりである。特に,北海道におけるウタリ集落の福祉の増進を図るた
め,48年度から生活館の運営事業に対し国庫補助を行うこととした。

第4-4-19表 不良環境地区改善施設設置状況
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5  へき地対策

へき地対策の一環として,また過疎対策の面から,40年度からへき地保健福祉館の設置に対して国庫補助を
行っている。へき地保健福祉館は,へき地住民に対し,各種の相談,講習会,集会,保育,授産等を行い,保健福祉
の積極的な増進を図ろうとするもので,47年度末までに157か所が設置されている。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和48年版）




